
 
 

 

 

令和７年度岩手県出資等法人運営評価の結果について 

 
 
このたび、令和７年度における県出資等法人（運営評価対象法人）の概要をお知らせするとともに、

法人の運営状況や課題、今後取り組むべき点など運営評価の結果を取りまとめて公表いたします。 
県では、平成 16 年度に県出資等法人の運営評価制度を導入して以来、ＰＤＣＡ（「計画」⇒「実行」

⇒「評価」⇒「改善」）サイクルに基づく法人の改革・改善の取組を進めてきたところです。 
県としては、引き続き、法人の運営改善に継続的に取り組んでいきます。 

 
 

１ 運営評価結果の概要について 

⑴ 対象法人 

40 法人（特別法・会社法法人 15 法人、公益法人 25 法人） 

⑵ 法人の経営目標の達成状況（運営評価レポート 7～10 頁） 

・ 令和６年度における経営目標の達成状況は、事業目標では64.4％（前年度71.1％）、経営改善目標で

は69.7％（前年度75.0％）と、達成割合はいずれも減少となりました。 

経営目標（事業目標及び経営改善目標）の達成状況（総括表）

達成 未達成 合計 達成 未達成 合計

項目数 58 32 90 53 23 76

構成比 64.4% 35.6% 100.0 69.7% 30.3% 100.0

事業目標 経営改善目標

 

【主な達成目標】 

《事業目標》(公財)さんりく基金：助成事業による商品化率 目標80％⇒実績92％ 

《経営改善目標》(社福)岩手県社会福祉事業団：サービス活動の黒字化⇒実績97,439千円（黒字） 

【主な未達成目標】 

《事業目標》(公財)岩手県文化振興事業団：県立文化施設利用者数 目標440,000人⇒実績371,898人 

《経営改善目標》（公財）いわてリハビリテーションセンター：紹介患者数の確保 目標475人⇒実績451人 

⑶ 役職員の状況（運営評価レポート 11・12 頁） 

・ 運営評価対象法人（40 法人）のうち、代表者に県職員が就任している法人は、(公財)さんりく

基金、(社福)岩手県社会福祉事業団、(公財)いわて産業振興センター、岩手県オイルターミナル

(株)、(株)岩手ソフトウェアセンターの５法人（前年度同）となっています。 

・ 常勤役員への就任状況は、県派遣職員は４法人に５名（前年度５法人５名）、県退職者は 29法

人に 40 名（前年度 28 法人 39 名）が就任しています。 

・ 常勤の職員数 3,217 名のうち、19 法人の 90 名が県派遣職員（前年度 17 法人 89 名）、17 法人

の 74名（前年度 18法人 79 名）が県退職者となっています。 
法人の常勤役職員の状況 （単位：人）

特別法・会社法法人 44 0 0法人 17 11法人 2,447 16 4法人 10 5法人

公益法人 36 5 4法人 23 18法人 770 74 15法人 64 12法人

合　計 80 5 4法人 40 29法人 3,217 90 19法人 74 17法人

注1　「役員数」は、令和７年７月１日時点の常勤役員数
注2　「職員数」は、令和７年７月１日時点の常勤職員数

区　分
役　　　員　　　数 職　　　員　　　数

うち県派遣 うち県OB うち県派遣 うち県OB

 
 

（詳細については、下記ホームページをご覧ください。） 
https://www.pref.iwate.jp/kensei/gyoseikeiei/shusshi/1011756/index.
html 
※県 HP の検索から、「出資等法人改革」で検索しても表示されます。 



 
⑷ 法人の財務の状況（運営評価レポート 12～14頁） 

・ 単年度収支がマイナスとなった法人数は17法人（前年度同）、マイナス額は▲535,752千円（前年度

▲889,291千円）となっています。主なものとしては、維持管理積立金の積立等による経常費用の増加

が挙げられます。 

・ 特別法・会社法法人で、繰越損失を計上している法人は２法人（前年度同）、金額は▲948,200 千円

（前年度▲815,388千円）となっています。繰越損失額の増加は、人件費や水道光熱費の増加等による

当期純損失の計上等によるものです。 

  

法人数 R6決算 前年度対比 法人数 R6決算 前年度対比

40法人 2,093,999 ▲ 4,266 15法人 47,672,624 1,435,679

23法人 2,629,751 ▲ 357,805 13法人 48,620,824 1,568,491
18法人 2,579,936 13法人 48,620,824
5法人 49,815 0法人 0

17法人 ▲ 535,752 353,539 2法人 ▲ 948,200 ▲ 132,812
12法人 ▲ 385,398 2法人 ▲ 948,200
5法人 ▲ 150,354 0法人 0

※繰越損益は特別法法人、会社法法人のみ対象

繰越損益
区分

当期利益

　R6から新たにマイナス

全法人計

黒字計上法人
　R5・R6ともプラス
　R6から新たにプラス

赤字計上法人
　R5・R6ともマイナス

 

⑸ 県の財政的関与の状況（運営評価レポート 14・15 頁） 

・ 令和６年度においては、前年度に比較して、運営費補助金は 39,566 千円、損失補償は 7,488

千円、それぞれ減少しました。 

【運営費補助減少の主な要因】 

・ 三陸鉄道（株）に対する設備維持補助金、（社福）岩手県社会福祉事業団に対する経営安定化事業費

補助金が減少。 

【短期貸付金（運転資金）】 

・ 昨年度に引き続き、計上されていません。 
【損失補償減少の主な要因】 

・ （公社）岩手県農業公社において、農地中間管理事業における担い手支援資金に係る借入金の償還

が進捗。 

県の財政的関与の状況
（単位：千円）

金額 金額 対前年比 金額 金額 対前年比 金額 金額 対前年比

特別法・会社法法人 3(3) 955,035 904,591 ▲ 50,444 0(0) 0 0 0 1(1) 2,049,422 2,058,909 9,487

公益法人 4(3) 177,261 188,139 10,878 0(0) 0 0 0 1(1) 74,605 57,630 ▲ 16,975

合　　　計 6(6) 1,132,296 1,092,730 ▲ 39,566 0(0) 0 0 0 2(2) 2,124,027 2,116,539 ▲ 7,488

注　法人数の（　）書きはR5年度の法人数

区分 法
人
数

法
人
数

R5年度 法
人
数

R6年度

運営費補助金

R6年度

短期貸付金（運転資金）

R6年度

損失補償

R5年度 R5年度

 

⑹ 情報公開の状況（運営評価レポート 16・17 頁） 

・ 令和６年度においては、法人のホームページにおける情報公開について、次の項目の公開率が

前年度を上回りました。 

   

法人ホームページにおける情報公開の状況（主なもの）　　　　　　　　　　　　　　　　（公開率：％）

区　　分

R5年度 R6年度 増減 R5年度 R6年度 増減

役員名簿 87.5 92.5 5.0 91.2 97.1 5.9

出資者の状況 77.5 80.0 2.5 91.2 94.1 2.9

県派遣職員に関する情報 76.5 88.9 12.4 76.5 88.9 12.4

全法人 うち出資率25%以上の法人

 

 

２ 今後の取組について 

運営評価の実施を継続し、県出資等法人に事業運営等の改善を促す取組を行っていきます。 


